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Ａｃｔｕｓ Ｎｅｗｓlｅｔｔｅｒ（資産税） 
認知症対策としての家族信託の活用 

  

    

 

日本の平均寿命は男性が８１歳、女性が８７歳と年々伸びています。これに対し、健康上の問題で日常生活

が制限されることなく生活できる期間である健康寿命は、男性が７２歳、女性が７５歳と言われており、病気によ

り介護や支援を必要とする期間が平均で９年～１２年もあるということになります。健康上の問題は様々な要因

がありますが、その中でも介護が必要になる要因のトップは認知症です。認知症になると金銭に関して様々な

トラブルも起こり得るため、元気なうちに早めの対策が必要になります。今回は、認知症に対する対応策として

関心が高まっている「家族信託」について「成年後見人制度」と比較しながらご紹介します。 

■ 認知症になると 
ご家族がもし認知症になってしまった場合、どんなことに困るでしょうか。 

・本人の預貯金を引き出すことができなくなります 

・施設に入るために自宅を売却したくても契約をすることができなくなります 

・認知症になった後では遺言書が書けなくなります 

このような場合に備えた認知症の対応策としては、「成年後見人制度」と「家族信託」があります。  

■ 成年後見人制度 
成年後見人制度とは、判断能力が不十分になった人の財産を守るため、本人に代わって後見人が財産の

管理や契約手続きなどをし、生活面をサポートする制度です。これにより、後見人の管理のもと本人の預貯金

が引き出せたり、万が一本人が不利益な契約を結んでしまったとしても後見人が契約を取り消すことができた

りして、本人の財産を守ることができます。 

ただし、後見人の選任にあたっては、家庭裁判所に申立てを行って、後見人として適当かどうかの審理を受

けなければならないなど手間がかかります。また親族以外の方が後見人になった場合には、本人の存命中は

後見人の報酬が発生しますし、本人の財産は家庭裁判所の監督のもと後見人が管理しますので財産の使用

には制限がかかることになります。 

■ 家族信託 
家族信託とは自分で財産管理をできなくなってしまったときに備えて、家族間で信託契約を結び、信頼できる

家族に自分の財産の管理や処分を託す制度です。 

家族信託では、委託者（本人）が、受託者（信頼できる家族）に財産の管理処分の権限を与え、受託者はそ

の財産の管理処分を行い、得た利益を受益者に渡します。これにより委託者が認知症になったとしても受託者

が委託者に代わって預貯金を引き出したり、財産を処分したりすることが可能になります。受益者については

委託者や家族など自由に指定することができ、また受益者が死亡した後の承継の順番を、第一順位、第二順

位といったように二次相続以降の相続先まで決めておくことができますので遺言に代わる制度ともいえます。 

ただし家族信託は、委託者の判断能力が低下してから行うことはできませんので早めの対応が必要です。 

≪家族信託のイメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

■ 成年後見人制度と家族信託の比較 

項目 成年後見人制度 家族信託 

対応可能時期 認知症になった後 認知症になる前 

費用 

亡くなるまで毎月報酬が発生 

親族が後見人の場合は報酬を支払わない

事も可能 

初期費用として専門家報酬や登記費用など

が発生する場合あり 

ランニングでの費用は原則なし 

監督機関 裁判所の管理監督（定期報告が必要） なし 

預貯金の引出し 制限あり 制限なし 

相続対策 不可 生前贈与や資産の組替えなどが可能 

財産の売却 制限あり 制限なし  

※受益者は、認知症の夫や障害の
ある子供など、自由に指定すること

が可能 
 

利益 

管理・処分 財産を託す 

受益者 受託者 委託者 

信託財産 

信託契約 



アクタスサービスラインナップ

お気軽にご相談ください。初回の相続相談はお気軽にご相談ください。初回の相続相談はお気軽にご相談ください。初回の相続相談は です！です！です！無 料無 料無 料

申告期限は１０か月です。
年間 100 件以上の申告実績がある
アクタスが丁寧に対応します。

相続税申告

ある
適正な申告書作成はもちろんのこ
と、書面添付制度の導入により税
務調査の対策を随時おこなってい
ます。

税務調査 1% 未満
のこ
り税
てい

ご依頼から申告までをスピーディ
に対応し、税金の不安をいち早く
解消させます。

スピード対応

相続税の申告支援業務

お持ちの財産について、概算での
評価と相続税を計算し、現状を分
析します。

簡易診断
での
を分

「相続」が「争続」とならないよ
う自筆証書遺言や公正証書遺言の
作成を支援します。

遺言書作成支援
いよ
言の

親族承継や親族がい承継、M&A
まで含め、様々なパターンによる
事業承継をサポートいたします。

事業承継対策

相続事前対策業務

生前贈与や贈与税の特例制度を活
用した節税、保険加入や不動産の
提案など様々な節税対策を支援し
ます。

二次相続節税支援
を活
産の
援し

相続により取得した不動産の売却
を支援します。

不動産売買支援
売却

相続手続き後の確定申告作業まで、
担当した税理士が対応します。

譲渡所得／
不動産所得対応

相続後のご相談

　　　 のことなら
アクタスにおまかせください
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アクタスマネジメントサービス㈱
【URL】 https://www.actus.co.jp　【MAIL】 info@actus.co.jp
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【長野事務所】 長野県飯田市松尾上溝 2700-1 MATOI ビル 2F

TEL ： 03-3224-8888　FAX ： 03-5575-3331
TEL ： 042-548-8001　FAX ： 042-548-8002
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